



消防保安課









消防指導グループ
１　消防団の充実強化
消防団の教育訓練、消防団関係団体への助成、消防団活動ＰＲ事業など地域防災力の中核である消防団の充実強化にかかる事業を実施した。また、地域防災基金を活用し、公益財団法人大阪府消防協会を通じて市町村の消防団訓練活動を支援した。〔根拠法令　消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律〕

（１）大阪府消防大会の開催　
消防団員の規律及び士気の高揚とポンプ操法技術の向上を図るため、大阪府消防大会を公益財団法人大阪府消防協会との共催で実施した。
	日　時
	場　所
	消　防　大　会　参　加　数

	令和元年９月１日（日）
	府立消防学校
	消防ポンプ自動車　 　　７台
消防団員　　　   　　 970名



（２）消防団関係団体への助成　
地域防災力向上のための消防団活性化や防災思想の普及啓発等の事業をより効率的・効果的に推進できるよう、公益財団法人大阪府消防協会に対し補助金を交付した。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	補　助　金
	11,400千円
	11,400千円
	11,400千円


　
（３）大阪府消防団訓練活動支援事業補助金　
平成28年度に設置した地域防災基金を活用し、全国女性消防操法訓練大会に出場する消防団の訓練活動を支援するため、公益財団法人大阪府消防協会を通じて、交野市に対し補助金を交付した。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	補　助　金
	786千円
	725千円
	920千円



２　市町村に対する指導助言、連絡調整
市町村の消防体制の充実・強化に向けた取組みを支援するとともに、消防機関が円滑に活動できるよう、各消防本部等への指導助言、連絡調整に努めた。

（１）消防の広域化等　
大阪府消防広域化推進計画（平成31年３月再策定）に基づき、市町村に対し、国の財政支援制度等の説明や、広域化の際の手続き等に関する助言を行うなど、広域化に向けた取組みを支援した。


（２）救急業務の高度化の推進　
傷病者搬送途上における救命効果の更なる向上に資するため、救急現場で救急救命士が行う処置範囲の拡大等、救急業務の更なる高度化を図るメディカルコントロール（教育、医師の指示、指導・助言、事後検証）体制の充実に努めた。

①メディカルコントロール体制の充実　
大阪府救急医療対策審議会救急業務高度化推進に関する部会（構成員：大阪府医師会代表者、救命救急センターなど、救急医療関係機関の代表者、府内消防機関の代表者など）、府内８つの二次医療圏ごとに設置した地域メディカルコントロール協議会（構成員：各地域の医療機関、保健所、消防機関の代表者など）を開催し、事前教育、指示体制、事後検証の実施に向けた調整を行った。

②救急業務に携わる職員の生涯教育について　
平成26年３月に消防庁から救急業務に携わる職員の生涯教育の指針が通知され、指導救命士を中心とする教育指導体制の構築に向けた方針が示されたことから、平成29年３月に府内での指導救命士制度を開始し、令和元年度末時点で167名を指導救命士として認定することで、教育指導体制の質の向上に繋げた。

３　消防表彰、消防行事等　
（１）大阪府消防表彰
消防職員等の士気の高揚と、防火思想の普及向上を図るため、消防吏員、消防団員及び府民で消防上功績のあった者並びに消防協力団体に対し、大阪府消防表彰規程等に基づき知事表彰を授与した。
	区　　　　　　分
	個　　　人
	団　　　体

	知　事　表　彰
	（定例）
	315名
	６団体



（２）叙勲、褒章等の上申　
消防職員等の士気の高揚と府民の消防に対する認識と理解を深めるため、消防庁長官表彰、春秋叙勲等の上申を行った。
	区　　　　　　分
	個　　　人
	団　　　体

	消防庁長官表彰（定例）
	97名
	１団体

	　　 〃　　　 （随時）
	なし
	な　し

	〃事務従事職員表彰
	なし
	な　し

	叙位
	15名
	

	春秋生存者叙勲
	21名
	

	危険業務従事者叙勲
	85名
	

	高齢者叙勲
	５名
	

	特別叙勲
	なし
	

	死亡叙勲
	４名
	

	春　秋　の　褒　章
	８名
	



（３）火災予防運動　
防火思想の普及を図るため、秋季（11月９日～15日）及び春季（３月１日～７日）の年２回、全国一斉に行われる火災予防運動として、防火思想の普及・啓発を行った。

○防火図画の募集・表彰・展示　
府内の小中学校等の児童・生徒を対象に防火図画の募集を行い、優秀作品39点を表彰の上、津波・高潮ステーション等にて展示した。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	防火図画応募数
	　15,127点
	　15,096点
	14,894点



（４）幼年・少年消防クラブ及び婦人防火クラブの育成指導　
火災予防思想の高揚と安全な地域社会を実現するため、関係消防機関と協力し、次の事業を行い、民間防火組織の育成強化に努めた。

1 大阪府防火クラブ大会の開催（令和２年１月23日）
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	参加者数
	約400人
	約380人
	約380人



2 婦人防火クラブ指導者研修会の開催（令和元年12月４日）
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	参加者数
	41人
	40人
	39人



（５）大阪府消防関係者合同研修会の実施（令和元年11月27日）
府内消防関係者（各市町村消防本部、消防防災主管部長及び消防団長等）の消防防災に関する知識の涵養、消防機関の協力体制の確立及び消防団の活性化を促進するため合同研修会を開催した。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	参加者数
	88人
	89人
	82人



（６）大阪府危険物安全大会の実施（令和元年６月７日）　
大阪府危険物安全月間（６月）の行事として、大阪府危険物安全大会を開催し、危険物の保安に尽力し、顕著な功績のあった事業所及び個人に対し、大阪府知事の感謝状を贈呈したほか、安全推進講演などを実施し、危険物の保安に関する意識の高揚と啓発に努めた。

○知事感謝状贈呈
　　　　優良危険物関係事業所　　　２２件
　　　　優良危険物取扱者　　　　　　３件
　　　　危険物保安功労者　　　　　　８件

４　大阪航空消防の運営　　
大阪航空消防の運営については、昭和45年５月に大阪航空消防運営委員会を設置し、同年10月には大阪市と府内市町村とが航空消防相互応援協定を締結して、ヘリコプターの円滑な運用を図っている。
また、航空消防業務の円滑かつ適正な推進を図るため、大阪市を含む府内の市が負担する運営費（２機分）に対し、補助金を交付した。
　　　　　　　　　〔根拠法令等　消防用ヘリコプター運営費補助金交付要綱〕
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	補　助　金
	　182,793千円
	　151,760千円
	146,586千円



５　緊急消防援助隊の充実強化　
（１）緊急消防援助隊に係る計画の整備　
大規模災害等において、被災した都道府県内の消防力では対応が困難な場合に、国家的観点から人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施し得るよう、全国の消防機関相互による援助体制として、緊急消防援助隊制度が構築されている。
令和元年度（２月）には、本府が他都道府県に対し緊急消防援助隊の派遣要請を行った場合に本府庁内に設置する消防応援活動調整本部にかかる「大阪府消防応援活動調整本部運営マニュアル」を策定し、令和元年度（３月）には、「緊急消防援助隊大阪府大隊等応援等実施計画」及び「大阪府緊急消防援助隊受援計画」を改正した。

（２）緊急消防援助隊の増隊　
南海トラフ巨大地震などの大規模災害等に大規模かつ迅速に対応するため、国の「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画」に基づき、府内の緊急消防援助隊登録隊の増隊を図った。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録隊数
	　　282隊
	　　307隊
	315隊



（３）消防車両等の整備　
国庫補助事業
市町村が緊急消防援助隊活動で使用する車両等を整備する財源として、国庫補助金交付業務を円滑に行った。
○補助金総額　　　　　　   104,690千円（令和元年度分）
○対象市町村等　　　　　　５市１消防組合（令和元年度分）
　〔根拠法令等　消防組織法、緊急消防援助隊設備整備費補助金交付要綱〕

（４）緊急消防援助隊訓練の支援　
緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練等を支援するなど活動能力向上に向けた支援を行った。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	負　担　金
	　　824千円
	　　824千円
	824千円



６　大阪府消防水防賞じゅつ金制度の運用　
府内の消防職員及び消防団員が、一身の危険を顧みることなく職務を遂行したことにより死亡又は負傷した場合、消防賞じゅつ金制度を運用しており、遺族に賞じゅつ金を支給した。	
〔根拠法令等　大阪府消防水防賞じゅつ金支給規則〕
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	支　給　額
	11,300千円
	0千円
	0千円



７　消防恩給の支給　
恩給法に基づき、元消防職員に対する恩給、扶助料の裁定支給事務を行った。
	支   給   額 
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	恩  給
	普通恩給
	3,062,300円
	2,444,450円
	1,826,600円

	
	増加恩給
	3,108,000円
	1,554,000円
	0円

	扶助料
	普通扶助料
	21,218,533円
	17,545,800円
	16,304,133円

	
	増加扶助料
	1,966,800円
	1,966,800円
	1,966,800円

	計
	29,355,633円
	23,511,050円
	20,097,533円



	受給者数(年度当初）
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	恩  給
	普通恩給
	３人
	３人
	２人

	
	増加恩給
	１人
	１人
	０人

	扶助料
	普通扶助料
	２８人
	２３人
	２１人

	
	増加扶助料
	１人
	１人
	１人

	計
	３３人
	２８人
	２４人



	新規受給裁定
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	扶助料
	普通扶助料
	０人
	０人
	０人

	
	増加扶助料
	０人
	０人
	０人

	計
	０人
	０人
	０人



	受給失権者数
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	恩  給
	普通恩給
	０人
	１人
	０人

	
	増加恩給
	０人
	１人
	０人

	扶助料
	普通扶助料
	５人
	２人
	１人

	
	増加扶助料
	０人
	０人
	０人

	計
	５人
	４人
	１人


　
※普通恩給　…　一定年数以上勤務した者に対して支給
　　増加恩給　…　公務のために重度の障害の状態となった者に対して支給
(普通恩給と併給)
　　　普通扶助料　…　普通恩給受給者が死亡したときに遺族に対して支給
　　　増加扶助料　…　増加恩給受給者が死亡したときに遺族に対して支給
〔根拠法令等：消防組織法、恩給法〕　　　　　　　　　　

８　消防統計及び消防情報　
火災・救急等の調査報告事務の適正を期するため、市町村と消防情報の交換を緊密にし、各種消防情報の的確な把握に努めた。

９　一般財団法人救急振興財団の運営費負担　
救急隊員が行う応急措置の拡大に伴い必要となる教育訓練の実施等、救急業務の高度化を推進するため、都道府県共同出資で設立した救急振興財団の事業に対し負担金を交付した。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	負　担　金
	22,300千円
	22,200千円
	22,300千円



10　危険物取扱者・消防設備士に係る免状交付・講習の実施　
　　  危険物取扱者・消防設備士に係る免状の交付等並びに、危険物取扱者への保安に関する講習及び消防設備士への消防用設備等の工事等に関する講習を行った。		〔根拠法令等　消防法〕
（１）危険物取扱者・消防設備士に係る免状交付等　
委託先　一般財団法人消防試験研究センター　
	年度
区分・単価
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	① 危険物取扱者免状
	交　　付
2,800円
（Ｈ30.５.１～）
2,900円
	件数
	7,955件
	7,908件
	7,152件

	
	
	手数料収入
	22,274,000円
	22,915,300円
	20,740,800円

	
	再交付
1,800円
（Ｈ30.５.１～）
1,900円
	件数
	552件
	465件
	548件

	
	
	手数料収入
	993,600円
	878,900円
	1,041,200円

	
	書　　換
700円
	件数
	95件
	89件
	83件

	
	
	手数料収入
	66,500円
	62,300円
	58,100円

	
	写真書換
1,600円
	件数
	4,528件
	4,657件
	5,851件

	
	
	手数料収入
	7,244,800円
	7,451,200円
	9,361,600円

	
	小計①
	件数
	13,130件
	13,119件
	13,634件

	
	
	手数料収入
	30,578,900円
	31,307,700円
	31,201,700円

	②消防設備士免状
	交　　付
2,800円
（Ｈ30.５.１～）
2,900円
	件数
	1,792件
	1,726件
	1,592件

	
	
	手数料収入
	5,017,600円
	4,911,700円
	4,616,800円

	
	再交付
1,800円
（Ｈ30.５.１～）
1,900円
	件数
	86件
	92件
	81件

	
	
	手数料収入
	154,800円
	173,800円
	153,900円

	
	書　　換
700円
	件数
	20件
	26件
	21件

	
	
	手数料収入
	14,000円
	18,200円
	14,700円

	
	写真書換
1,600円
	件数
	717件
	722件
	804件

	
	
	手数料収入
	1,147,200円
	1,155,200円
	1,286,400円

	
	小計②
	件数
	2,615件
	2,566件
	2,498件

	
	
	手数料収入
	6,333,600円
	6,258,900円
	6,071,800円

	合計①＋②
	件数
	15,745件
	15,685件
	16,132件

	
	手数料収入
	36,912,500円
	37,566,600円
	37,273,500円



（２）危険物取扱者講習　
　　　委託先　公益財団法人大阪府危険物安全協会
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	講習回数
	61回
	58回
	56回

	申請人員
	8,351人
	8,426人
	8,565人

	手数料収入
	39,249,700円
	39,602,200円
	40,255,500円



（３）消防設備士講習　
　　　委託先　一般財団法人大阪府消防防災協会
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	講習回数
	36回
	36回
	36回

	申請人員
	5,913人
	5,710人
	6,009人

	手数料収入
	41,391,000円
	39,970,000円
	42,063,000円



11　Ｇ20大阪サミット対策 
　令和元年６月28、29日に本府で開催された金融世界経済に関する首脳会合（Ｇ20サミット）が安全・安心に開催できるよう以下の取り組みを行った。

（１）Ｇ20大阪サミット府市防災・危機管理プロジェクトチームの設置・運営
Ｇ20大阪サミットの円滑な実施に関する府市の調整、自然災害及び国民保護事案に係る既存計画の検証、追加対策の検討、消防特別警戒に関する調整、サミットに関する訓練の調整等を図るため、大阪府・大阪市危機管理室、大阪市消防局が共同で設置・運営し、連携強化・対処能力の向上に努めた。

（２）Ｇ20大阪サミット期間中における大阪府の防災・危機管理警戒体制の構築
　Ｇ20大阪サミット開催時に地震等の自然災害や国民保護事案等の発生に備えて、６月27日から６月30日において述べ574名の職員を配備し防災・危機管理警戒体制を構築した。

（３）Ｇ20大阪サミット消防・救急体制整備費補助金
　Ｇ20大阪サミット実施中における特別警戒体制を構築するために必要な経費及び特別警戒体制へ参画する消防本部に対し、当該活動に要した費用について、消防庁より交付される補助金に基づき創設した「Ｇ20大阪サミット消防・救急体制整備費補助金」により、市町村等（59団体）に対し交付した。
	年　度
	令和元年度

	補　助　金
	671,163,145円


　　　　　　　　　 ※国庫補助金（100％）

12　ラグビーワールドカップ２０１９消防・救急体制整備費補助金
　ラグビーワールドカップ２０１９開催において、応援部隊の出動等警戒体制に必要な消防・救急体制の確立に要する費用及びテロ対策資機材の購入に要する経費について、消防庁より交付される補助金に基づき創設した「ラグビーワールドカップ２０１９消防・救急体制整備費補助金」により、市町村等（６団体）に対し交付した。
	年　度
	令和元年度

	補　助　金
	22,732,506円


※国庫補助金（100％）


保安グループ
１　石油コンビナ－ト等災害防止法に基づく事務の執行
（１）大阪府石油コンビナート等防災本部の運営等
石油コンビナート等災害防止法第２条の規定に基づき指定された特別防災区域（大阪北港地区、堺泉北臨海地区、関西国際空港地区、岬地区）に係る災害の未然防止と拡大防止のため、特定事業所、防災関係機関と連絡調整を行うとともに、石油コンビナート等防災計画の進行管理、事業者の津波避難計画の作成促進、総合防災訓練や事業者の津波避難等に資する高石大橋に係るアクセス情報提供システムの管理などの事業を実施した。	〔根拠法令　石油コンビナート等災害防止法〕

（２）石油コンビナート等防災計画の着実な推進
石油コンビナート等防災計画を着実に推進するため、特定事業者による第２期対策計画（平成30年度～令和２年度）の取組みの確実な実施を促進し、実績を取りまとめ、公表を行った。また、第３期対策計画（令和３年度～５年度）の重点項目（骨子）を検討した。

（３）石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練の実施
震度５弱の南海トラフ巨大地震による災害発生を想定し、関係機関の連携強化、関係者の防災意識の高揚、防災技能の習熟を図るため、防災関係機関と総合的な防災訓練を実施した。
（陸上訓練…毎年実施、海上訓練…２年に１度実施）
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	分　担　金
	524,454円
	561,044円
	600,000円



	と　　き
	令和元年９月19日（木）

	ところ
（陸上訓練のみ）
	高石市高砂１丁目３番地
ＤＩＣ（株）堺工場内

	主　　催
	大阪府、堺・泉北臨海特別防災地区協議会



２　火薬類等の指導取締業務
火薬類取締法に基づく火薬類の製造、販売、譲受、輸入、消費等の許可、届出及び火薬類取扱保安責任者免状の交付を行うとともに、武器等製造法に基づく猟銃等の製造、販売の許可、届出の事務を行った。また、火薬庫の保安検査のほか庫外貯蔵庫、販売所、火薬類消費場所、猟銃等の販売所の立入検査を実施した。
 	〔根拠法令等　火薬類取締法、武器等製造法〕




（１）火薬類、銃砲許可等処理件数
	区                 分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	火薬類の製造・販売に係る許可
	０件
	０件
	０件

	火薬庫の設置・構造設備変更に係る許可
	１件
	１件
	０件

	火薬類譲受又は譲渡に係る許可
	４件
	１件
	４件

	煙火の消費に係る許可
	２件
	２件
	１件

	猟銃等の製造・販売に係る許可
	１件
	１件
	０件

	火薬庫完成検査
	１件
	０件
	０件

	火薬庫保安検査
	１２件
	２件
	２件

	火薬類立入検査（販売・貯蔵・消費）
	１件
	１件
	４件

	銃砲類立入検査（製造・販売）
	２０件
	１９件
	１８件

	計
	４２件
	２７件
	２９件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	639,200円
	96,800円
	107,300円



（２）火薬類取扱保安責任者免状等の交付事務
	区　　　　　　　　　分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	火薬類保安責任者免状交付
	９２件
	９４件
	９５件

	火薬類保安責任者免状再交付、書換
	４件
	１０件
	７件

	計
	９６件
	１０４件
	１０２件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	230,400円
	244,800円
	240,000円



３　高圧ガス・ＬＰガスの指導業務
高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下、「ＬＰガス法」という。）に基づく高圧ガスの製造、販売、貯蔵、消費等の許可、届出等の事務及び高圧ガス製造保安責任者等の免状を交付した。また、高圧ガスに関する保安の確保と災害事故防止を図るため、高圧ガス施設等の保安検査、立入検査等を実施した。
〔根拠法令等　高圧ガス保安法、ＬＰガス法〕
松岡

（１）高圧ガス保安法に基づく許可、届出等処理件数
	区　　　　　　　分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	高圧ガス製造に係る許可（新規、変更）
	６件
	２件
	２件

	高圧ガス製造に係る届出
	３７件
	１９件
	１２７件

	高圧ガス販売に係る届出
	２４件
	３件
	６件

	高圧ガス貯蔵所に係る許可
	０件
	０件
	０件

	高圧ガス貯蔵所に係る届出
	０件
	２件
	３件

	特定高圧ガス消費に係る届出
	１件
	０件
	０件

	高圧ガス容器検査所に係る登録・廃止
	０件
	２件
	１件

	高圧ガスの種類、圧力変更又は特別充填
	０件
	０件
	０件

	高圧ガス製造施設等完成検査
	７件
	２件
	０件

	高圧ガス製造施設等保安検査
	１件
	１件
	１件

	高圧ガス事業所等立入検査
	４３件
	１６件
	１９件

	計
	１１９件
	４７件
	１５９件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	341,600円
	197,500円
	100,200円



（２）ＬＰガス法に基づく処理件数
	区　　　　　　　分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	液化石油ガス販売事業者登録
	２件
	０件
	１件

	液化石油ガス販売に係る届出・報告
	２８件
	２５件
	３２件

	販売事業者登録簿謄本（交付・閲覧）
	０件
	０件
	０件

	特定供給設備・充てん設備等に係る許可
	０件
	０件
	０件

	特定供給設備・充てん設備等に係る届出
	０件
	１件
	０件

	特定液化石油ガス設備工事業に係る届出
	１１件
	０件
	１件

	液化石油ガス設備工事に係る届出
	１件
	１件
	２件

	保安機関に係る認定・更新
	６件
	９件
	６件

	保安機関に係る届出・報告
	１６件
	１５件
	２９件

	計
	６４件
	５１件
	７１件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	342,000円
	450,300円
	402,700円



（３）高圧ガス製造保安責任者免状等の交付事務
	区　　　　　　　分
	29年度
	30年度
	元年度

	高圧ガス製造等免状（交付）
	946件
	819件
	829件

	〃　　　　（再交付・書換え）
	35件
	26件
	29件

	液化石油ガス設備士免状（交付）
	96件
	102件
	59件

	〃     　　　（再交付・書換え）
	37件
	37件
	26件

	計
	1,114件
	984件
	943件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	3,653,200円
	3,244,500円
	3,101,000円



４　電気工事業等の指導業務
電気工事業の業務の適正化に関する法律（以下「電気工事業法」という。）に基づき、登録及び届出の事務を行うとともに、電気工事士法に基づき第一種及び第二種電気工事士試験の合格者、養成施設修了者に対して免状を交付した。また、電気工事の適正な実施を確保するため、電気工事業者の営業所に立ち入り、業務の実施内容及び電気工事士の免状携帯状況等について検査を実施した。	〔根拠法令等　電気工事士法、電気工事業法〕

（１）電気工事士免状交付処理件数
	区　　　　　　　分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	電気工事士免状交付
新規
	一種
	６０８件
	６１２件
	７０７件

	
	二種
	３，７５０件
	４，１４１件
	４，２５１件

	電気工事士免状
再交付
	一種
	９１件
	８２件
	１０９件

	
	二種
	２９９件
	３２０件
	３２４件

	電気工事士免状
書換え
	一種
	１０件
	１１件
	１３件

	
	二種
	３９件
	３９件
	３７件

	計
	４，７９７件
	５，２０５件
	５，４４１件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	24,199,200円
	26,289,000円
	27,764,200円



（２）電気工事業登録等処理件数
	区　　　　　　　分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録（新規）
	４５０件
	３７９件
	３８８件

	更新登録
	４９９件
	４４２件
	４２７件

	承継届
	４９件
	５０件
	７０件

	登録事項等変更届
（手数料を要するもの）
	１６１件
	１７０件
	２０９件

	〃 
（手数料を要しないもの）
	８４件
	７２件
	７１件

	廃止届
	１３９件
	１２１件
	１０８件

	登録証再交付
	４件
	４件
	６件

	登録簿謄本（閲覧・交付）
	２９件
	３７件
	７９件

	みなし登録電気工事業者証明願
	１１３件
	１０４件
	１２２件

	みなし登録電気工事業に関する届出　（電気工事業の開始、変更、廃止の届出）
	１，１６１件
	８６６件
	９７３件

	通知電気工事業に関する通知・証明願
	７件
	５件
	７件

	みなし通知電気工事業に関する通知　（電気工事業の開始、変更、廃止の通知）
	３件
	９件
	８件

	電気工事業立入検査
	４件
	１８件
	１６件

	計
	２，７０３件
	２，２７７件
	２，４８４件



	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	手数料収入額
	16,324,580円
	14,098,200円
	14,241,420円




５　高圧ガスの取り扱いに関する啓発等
消防等関係行政機関並びに関係団体との連携・協力を図るとともに高圧ガス防災訓練等を実施し、保安意識の高揚並びに高圧ガスの保安確保に努めた。
（１）保安団体への補助
府内における高圧ガスに係る事故の未然防止と拡大防止のため、専門的見地に立った防災活動を実施できる事業所の配備体制の維持・拡大及び保安意識や技術力の向上を目的とした事業等を実施する団体に対し、補助金を交付した。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	補助金額
	510,000円
	480,000円
	480,000円



（２）高圧ガス防災訓練の実施
	とき
	令和元年10月17日（木）

	ところ
	大阪府中部広域防災拠点（八尾市空港１丁目209の７）

	参加人数
	639名



（３）保安講習会等への後援等
関係団体が実施する保安意識の高揚、法令知識の普及のための高圧ガスの事業所及び販売店の従業員並びに府内消防を対象とした講習会や説明会を後援し、また、府内消防の協力を得て講師を務めた。
	後援事業名
	受講者数

	高圧ガス保安法手引き説明会（２回）
	１１３名

	ＬＰガス販売事業者保安講習会（７回）
	５７０名

	高圧ガス関係保安研修会（１回）
	１６５名



６　保安３法の権限を市町村に移譲
平成23年度から、火薬類取締法、高圧ガス保安法、ＬＰガス法（保安３法）の権限を府内市町村に順次移譲しており、平成29年度末までに42市町村に移譲した。権限移譲先の市町村に対して事務処理に関する助言等を行うとともに実績に応じて移譲事務交付金を交付した。なお、未移譲は、高槻市。
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	移譲事務交付金額
	63,918,000円
	52,020,000円
	51,984,000円



７　製品安全関係法令に基づく立入検査事務の権限移譲
電気用品安全法、ガス事業法、ＬＰガス法のいわゆる製品安全関係法の立入等に関する権限を平成 11年度から順次移譲しており、平成29年度末までに全市町村に移譲した（市は24年度から法定移譲）。市町村から国への報告書類の取りまとめを行うとともに、町村に対し実績に応じて移譲事務交付金を交付した。

	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	移譲事務交付金額
	587,000円
	593,000円
	597,000円


８　産業保安業務情報システムの運用管理業務
高圧ガス、ＬＰガス、火薬類及び電気工事業等の許認可、届出、登録等の業務の効率化並びに府民サービスの向上を図るため、産業保安業務情報システムの運用・保守業務を委託するともにシステム用サーバー機器等の借上を行った。

（１）システム運用保守業務委託
・委託期間：平成31年４月１日～令和２年３月31日
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	委　託　料
	2,941,920円
	2,941,920円
	2,969,160円



（２）システム用サーバー機器等の借上げ
○長期継続契約
・契約期間：平成27年12月１日～令和２年11月30日
・契約金額：3,311,280円
	年　度
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	使用料及び賃借料
	662,256円
	662,256円
	662,256円
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